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第9詣衛生エ学シンポジウム
2001.11北海道大学学楠交流会館

1-3 住宅の改修および新築による省エネルギーに関する実演IJと評価

j叢罰 靖弘(北海道大学)

中村真人(北海道大学)

O松尾佐和子(ダイダン)

落藤 澄(北海道大学)

広松 淳(司伸テクノ)

はじめに

本研究は，エネルギー自律裂の建築・都市3 即ち

太陽・大気・大地の 3つの自然エネルギー，未利用

エネルギーおよび自然界の蓄熱サイクルを徹底的

に活用した個別分散イむの環境低負荷型の建築・都市

を毘指して，住宅を取り上げ，住まい手による改

修・新築の側面から見た自律佑への“道程刀を分析

することによって，自律型に向けた省エネルギー・

環境保全に配慮した住宅の展開を留ることを自的

としたものである.まず，寒冷都市の建築における

エネルギー消費のうち，イ主唱の占める割合，および

ストック住宅と新築戸数の推移を整理・分析すると

ともに，住宅のエネルギー自律佑への設計・評儲過

程を提示し，エネルギー診断，省エネルギー・自然

エネルギー科用のあり方について検討する.次いで，

札幌市および岩見沢市における設備改修，新築の事

例についてこの方法を適用し，実施前後におけるエ

ネルギー消費量，環境負荷排出量の推移の調査を行

つ.

1.住宅におけるエネルギー自律化への設計・評僻過穂

臨時1に北海道における戸建て住宅戸数の推移1) 

を示す.新築住宅は，年間 6........9万戸で安定した推

移を示している.一方，ストック住宅は， 30年間

で約1.7倍となり，1997年の時点で 210万戸に達し
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函-1 北海道における戸建て住宅戸数の推移

15 

窪田 英樹(北海道大学)

伊藤 鍵(北海道大学)

横山真太郎(北海道大学)

柴路和夫(臼伸子クノ)

ている.全国規模では， 20タ0年までに住宅の新築

工事は激減し，ほとんどが改修工事になると推定さ

れており 2ら北海道においても，今後 3 同様の傾向

になることが予測される.また，図-2に示すよう

に，札幌市における民生用エネルギー需要量(ニ次

換算)3)の 61%は，住宅によって占められている

ことから，断熱・気密J性能の高い住宅の展開だけで

はなく 3ストック住宅の改修を中心に据えた対策が

急務となっていると言える.

図-3に建築設備における ESCO事業引を参考に

作成した住宅のエネルギー蔀律佑への設計・評価過

程を示す.設計・評価過程は習に示すような七段階

から構成される.本研究における 1~3 段階の具体的

な内容を以下に示す.

函-2
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1) 対象住宅の調査

a) 札幌市とその近郊の 11世帯5) 

b) 札幌市厚別区の設備改修住宅および岩見

沢市の新築住宅

2) エネルギー診断

エネルギー診断の一例として，図-4に 1)の a)

における 11世帯の中から紅知市の戸建て住宅

(延床部積 111m，世帯人数 4人)の診断結果
を示す.診断書は以下の六撃から成っている.

第 1章建物概要

第2重量 年閤エネルギー消費量

戸建て住宅
12.7 Pl (31枯)

白戸建て住宅
白銀合哉'e:

白地方領家持設
ロ自治体施設
閣議務施段
図諜合成諸施校

図宿Ie施設
図興行施設

隠風俗管業施設
隠遊戯施設
a専用J1jfil1l施設
田一段脂舗併用住宅
m事務所併用住宅
賂飲食J1j併用住宅
滋作業所併用住宅
舗教育締役

s研究施設
白文化施設
日医療械設
日社会保設絡段
悶厚生古車設

回通{宮古E段

札幌市における民生用エネルギー需要量(ニ次換算)

の内訳



圏一3 住宅のエネルギー自律化への設計・評価過穏
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・浴槽にふたを俊周する
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する

-テレピの三注意淑を切る心がけをする
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6. 1鰐考

照明で~Ji器開で，会体の 5 寄付芸展を.!;め

ている.俊わない常化製品のコシ-1!ント奇抜

〈総民主はな窓れているため，待機時電力は

1日%に抑えられている.

鴎四4 省エネルギー診断書伊j

第3重量 単位床面積あたりの年関エネルギー消費量

第4章機器}3IJエネルギー消費量

第5主主 省エネルギーイ七対策

第6宝章 備考

なお3 ここでは標準世帯として 2 筆者らの研究室

における 1992年の調査結果的を用いた.

3) 省エネルギー手法の提案
筆者らの研究室では，北海道大学構内にエネノレ

ギー自律型の実験用戸建て住宅を建設し，各種省

エネルギーおよび再生可能エネルギー利用手法

の有効性を明らかにしてきた 6)表-1に運転実

表-1 各種省エネルギー・自然エネルギー利用手法の導入効果
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間一5 エネルギーペイパックタイムの比較

績に基づく各種導入手法の性能評価を示す.また，

額一5に各種要素技術のエネルギーベイパックタ
イムを示す.いずれの手法においても，ベイパッ

クタイムは 10年以内であり，高い省エネルギー

効果が得られている.ここでは，これらの結果を

踏まえて，導入手法の絞込みと導入効果の予想、を

行い，世帯主に提案していくことになる.

2.基本計画の策定および、設計・施工

ここでは，1.における 1)のb)に示すように，2000

年に媛麗・給湯設備の改修を実施した札幌市内の住

宅 (8邸)と 3 岩見沢市の新築住宅 (1邸)の事例

を取り上げた.表-2に対象世帯の概要を示す"2000 

年 10月まで灯油式の床暖房と給湯を探用していた

S邸では 3 開年 11月より地盤熱源ヒートポンプシ

ステムを導入している.温水床暖房には，既存の配

管を用いており，熱瀬機器の変更のみを行った.暖

房および給湯のための 2台のボイラの使用を中止

し，これらをヒートポンプで賠うものとした.また，

I部では，地盤熱源ヒートポンフ胞を用いた床下放熱

器による暖房を採用している.住宅の熱損失係数は，

いずれも次世代省エネルギー基準(1.60W/(ffi"K)) 

を満たしている.罷-6，図一?にそれぞれS邸 (1999
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暖房側平均不凍液湿度 [OCJ

年間用途]3IJエネルギー消費量の内訳(I邸:53. 1GJ) 

3.モニタリングおよび効果の実証・評傭
表向3に暖房・給湯システムの運転実績(8邸:2000

年 11月13日........2001年5月 16日， 1邸:2000年 11

月24日........2001年 3月20日)を示す.いずれの世

帯においても，地盤恨.IJからの不凍液返り温度は

2SC前後，温度差2.30C能後であり，良好な運転が

行われている.8邸におけるヒートポンプ熱出力は，

暖房，給湯で，それぞれ218.2MJ/日(79%)，58.5叩/

日 (21%)，1邸では 295.2MJ/日であった.成績係

数に関しては COPおよび 8COPによる評価を行っ

た (Q日:蓄熱槽加熱量， QH' 暖房熱量， QD:貯湯
槽加熱量， QD' 給湯熱量， Eh:ヒートポン
消費量， Ep:搬送・制御系電力消費量， Et:変庄器

電力消費量).ただし， 1部の値は，給湯系が含ま

れていない (QD口0，QD'=O).ヒートポンプ単体の
成績係数を示すI邸の COPjは2.93であり，カタロ

グ鑑とほぼ間等の性能が得られているが，温水温度

(500C以上)を低く設定することによって更に向上

するものと考えられる (350Cの場合は COPj=4.2).
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年4月"'2000年3月)およびI邸(1999年 11月~

2000年 10月)における実施以前の年間用途別エネ

ルギー消費量を示す.8邸では，暖房・給湯と融雪

の消費量(灯油)が全体の 83.8%を占めている.一

方， 1邸では暖房(灯油)と給湯・厨房 (LPG)の占

める割合が間程度となっている.鴎-8にS邸にお
ける実施後の暖房・給湯システムの系統留を示す.

垂直型地中熱交換器として鋼管井戸型(黒ガス管:

外径89.1mm，内径 80.7mm，肉摩 4.2mm)を採用

し，深さ 82.6m，直径 110mmの掘削孔に2本敷設

した.ヒートポンプの冷媒には双290を採用してい

る.地盤側不凍液(エチレングリコール水溶液 30

wt%)温度。OC，建物側議水温度 500Cの場合の電力

消費量，成績係数はそれぞれ2.3kW，3.1である 7)

温水側には媛麗用蓄熱槽 (200L)と給湯舟貯湯槽

(400 L)を設けている.1邸については，暖房のみ

に地盤熱源ヒ…トポンプを採用しており，地中熱交

換器は深さ 76.5mの鋼管井戸型を 2本敷設してい

る.また，ヒートポンプの仕様は S部と同等とし

た.

図-7
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国サ エネルギー消費量の比較

図4 に好油ボイラ方式とのエネルギー消費量の

比較を示す.削減率は，s邸，1邸で，それぞれ76%，
71%であった.

図ベ0にI邸におけるシステム成績係数 (scop)

低下の各種要因の内訳を示す.蓄熱槽・配管におけ

る熱損失が 57%と大きな割合を占めている.した

がって，厳冬期以外には，蓄熱槽を介さずに温水を

直接供給することが対策の 1っとして考えられる.

搬送系については，特に地盤側のポンプ動力が大き

くなっているが，現在の籍環流量が 30L/minであ

ることから，小型化が可能であると言える.また，

変圧器損失(三桔 200V→三三相 400V)も12%を占

めており，これについては，日本向けの仕様の開発

が求められる.

まとめ

1)北海道の建築におけるエネルギー消費のうち住

宅の占める割合，およびストック住宅と新築戸数

の挫移を示した.また，戸建て住宅におけるエネ

ルギー自律佑の流れを提示し，道内の 13世帯を

取り上げ，省エネルギー診断を行った.

2)設備改修を実施した札幌市内の住宅と岩見沢市
の新築住宅を対象として，省エネルギー効果の実

証・評価を開始した.地盤熱源ヒートポンプによ

る採熱温度は20C程度であり，良好な運転が行わ
れているが，従来方式に対するエネルギー削減率

は，設備改修住宅，新築住宅で，それぞれ75%， 

70%であった

4) システム成績係数の低下の各種要因の内訳
を算出した結果，蓄熱槽内の水温維持に多く

のエネルギーを消費していることがわかっ

た.また，搬送系のj最大設計，変圧器損失な

ど大きな要因となっているが，これらについ

ては，比較的容易に改善が耳能であると考え

られる.

回一10 システム成績係数低下の各種要部の肉訳(I邸)

終わりに，本研究にご協力環きました株式会社毘

伸テクノ代表取締役の柴田和夫氏，式部建設株式会

社の岩崎清治.Efi，および各世帯の関係諸民に深く感

謝します.また，研究の遂行にあたり，日本スティ
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氏らに多大なご協力を頂きました.ここに鱒意を表

します.
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